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１．指定管理者選定の目的 

  豊能町立スポーツセンターシートス（以下「シートス」、若しくは「体育施設」、「施設」

という。）の管理運営にあたって、施設の管理をより効果的、効率的に行い、住民のサービ

ス向上、経費の節減等を図ることを目的として、施設の管理に関する業務を行う指定管理

者を広く募集するものです。 

 

２．施設の概要 

名   称 豊能町立スポーツセンターシートス 

場   所 大阪府豊能郡豊能町新光風台３丁目１番地の１０ 

開館年月日 平成８年５月２日 

 

施 

 

設 

 

の 

 

概 

 

要 

構  造 RC 造一部 S 造・自転車置場棟：軽量鉄骨造 

テニスコート：砂入り芝生 

敷地面積 １９，０５７㎡ 

建築面積 ６，１２８㎡ 

延床面積  ７，２４０㎡ 

施  設 ＜体育館棟＞ 

○アリーナ（床面積：１，５６７㎡） 

  １階  

   バスケットボール２面、バレーボールコート３面、 

バドミントンコート８面、卓球２２面、役員コーナー、 

   障害者観覧席、器具庫、放送室 

  ２階    

観覧席３８４席、ランニングコース１８０ｍ 

 ○トレーニングルーム（床面積：１６８㎡） 

 ○第１体育場（床面積：２５１㎡） 

剣道の公式基準施設、多目的利用（現在スタジオとして使用） 

 ○第２体育場（床面積：２５１㎡） 

柔道の公式基準施設、多目的利用 

 ○その他の施設 

  玄関、ホール、１階ロビー（現在、一部トレーニングルームとし

て利用）、２階ロビー、事務所、会議室、救護室男女更衣室、シャ

ワー、トイレ 

 

＜温水プール棟＞ （床面積：１階 １，５４１㎡、２階 １４０㎡） 

 ○一般プール 

  ２５ｍ６コース、水深１．１０ｍ～１．３０ｍ 水面積３２５㎡ 

 ○小、幼児プール 水面積９１㎡ 

  小児（水深０．５６ｍ）、幼児（水深０．４０～０．４５ｍ） 
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 ○ジャグジー、採暖室、男女更衣室、監視員室、機械室、 

シャワー、トイレ、障害者用トイレ、観覧席 

 

＜テニスコート＞ （面積：１，３６０㎡） 

 全天候型 砂入り芝生 ２面、男女更衣室、シャワー、トイレ 

 

＜その他の施設＞ 

 ジョギングコース、駐車場（９０台）、駐輪場（９６台）、 

バス転回場、職員駐車場（８台）、テニスコート横広場  

  別添図面参照 

 

３．業務の範囲及び内容 

（１）管理運営方針 

  ① 施設の設置目的 

    町民の健康と豊かな生活文化の向上を図るものです。 

  ② 開館時間及び休館日 

    ＜開館時間＞ 

    

    

 

 

 

＜休館日＞ 

    毎週月曜日及び１２月２９日から翌年１月３日まで。 

    ただし、指定管理者は豊能町教育委員会の承認を受けたときは、開館時間を変更し、

又は臨時に休館し、若しくは開館することができる。 

  ③ 利用料金 

    別添のとおり 

 

（２）管理運営業務の処理体制 

   指定管理者は、常時、日本赤十字救急法救助員同等の資格を保持する当該体育施設専

任職員を原則 3名以上配置すること。なお、総括責任者として類似するスポーツ施設（温

水プール、トレーニングルームを含む施設）の管理運営の実績が 5 年以上ある者及び健

康運動指導士同等の資格を保持する者を配置すること。 

 

（３）管理運営業務の内容 

  ＜必須事項＞ 

  ① 豊能町立総合体育施設条例第２条に規定する事業 

   ア）スポーツ（スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第２条に規定するスポー

区  分 利 用 時 間 

テニスコート 午前９時から午後５時まで 

テニスコートを除く各施設 午前９時から午後９時まで 

ただし、日曜日は午前９時から午後５時まで 



 

3 

 

ツをいう。）活動のための事業の開催と奨励 

   イ）スポーツ活動のための施設の供与 

   ウ）その他、体育施設の設置目的達成のため必要な事業の実施 

  ② 体育施設の許可権限に関する業務 

  ③ 体育施設、附属設備等の維持管理に関する業務 

  ④ 学校水泳授業の指導に関する業務 

  ⑤ 教育委員会が必要と認める業務 

なお、業務内容の全部又は主要な部分（温水プール、トレーニングルームを含む施

設）を第三者に対して委託し、又は請け負わせることはできません。 

 

（４）指定管理者による権限 

① 利用の制限等 

指定管理者は、次のいずれかに該当するときは、体育施設の利用を禁じ、又は制限す

ることができることとします。 

ア）公安、風俗その他公益をみだすおそれがあるとき。 

イ）建物及び設備器具等を損傷するおそれがあるとき。 

ウ）前に掲げるもののほか、利用を不適用と認めるとき。 

② 自主事業の実施 

    施設の設置目的を損なわない範囲で、指定管理者自ら自主事業（飲食事業、物販事

業等）のサービスを提供することは可能です。その場合は、教育委員会と事前協議し

てください。 

③ 施設・設備への改修・整備 

施設の設置目的を損なわない範囲で、原則、指定期間終了時に原状回復することを条

件に、指定管理者自らが自主的に施設・設備の一部を変更、改修、整備することは可能

です。その場合は、教育委員会と事前協議してください。 

 

（５）管理運営にあたって遵守すべき法令 

  町の公の施設である体育施設の管理運営を行うにあたり、以下の法令、条例の規定を 

遵守してください。 

    ア）スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号） 

イ）豊能町立総合体育施設条例（平成７年条例第１７号） 

 

（６）教育委員会への報告事項 

① 事業報告書等の提出 

    指定管理者は毎会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）終了後３０日以内に、

体育施設の管理に関する次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、教育委員会

に提出してください。 

ただし、年度途中において指定を取り消されたときは、その取り消しされた日から起

算して３０日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出してください。 
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ア）豊能町立総合体育施設条例第２条の業務の実施状況及び利用状況 

イ）利用料金の収入実績 

   ウ）管理に係る経費の支出状況 

エ）管理に係る修繕実績 

オ）前に掲げるもののほか、指定管理者による体育施設の管理の実態を町が把握するた

めに必要と決める事項 

     また、上記、ア）～ウ）については月毎に取りまとめ、教育委員会に翌月２０日ま

でに提出してください。 

 

② モニタリング（アンケート）の実施とその対応に関する書類の提出 

   指定管理者は以下の方法により、利用者等の意見や要望を把握し、運営に反映させ

るよう努めるとともに、その対応状況について教育委員会に報告してください。 

ア）モニタリング（アンケート）の実施 

指定管理者は、利用者の意見や満足度を適宜聴取してください。利用者から聴取す

る項目や頻度・方法については、教育委員会と協議してください。 

   イ）モニタリング結果及び対応状況の報告 

    指定管理者は、上記モニタリングにより得られた結果をとりまとめ、その対応方

針や改善点に関する書類を教育委員会に提出してください。 

 

  ③ 別添の豊能町立義務教育学校水泳授業指導業務委託仕様書に記載する関係書類 

 

４．募集に際しての基本条件 

（１）申請者資格等 

① 申請者の資格等 

ア）指定期間中において安全円滑に施設を管理運営可能な実施体制及び経営基盤等が

確保されている法人又はその他の団体、若しくは複数の団体により構成されたグル

ープ事業体（以下これらを総称して「法人等」若しくは「事業者」という。）としま

す。個人での応募はできません。 

イ）グループで応募する場合は、必ず代表企業・団体を定め、協定の締結にあたっては

グループの構成員すべて協定該当者とします。選定後の協議は、代表企業・団体と行

いますが、基本協定を含め、豊能町及び教育委員会と合意した事項に関する責任は、

グループの構成員すべてが負うものとします。 

ウ）５年以上のスポーツ施設（温水プール、トレーニングルームを含む施設）管理及び

運営の実績を求めます。 

② 欠格条項 

 下記の事項に該当する事業者、若しくは構成員が該当する事業者は応募できません。 

ア）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第１６７条の４に規定する者に該当

する者 

イ）豊能町建設工事等請負業者指名停止要綱に基づく指名停止中の者     
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ウ）法人税、法人事業税、消費税及び本店所在地の市町村民税（東京都の場合は都民 

税）を滞納している者 

エ）地方自治法（昭和 22 年法律第 67 条）第２４４条の２第１１項の規定による指定 

の取消しを受けたことがある者の場合は、その取消しの日から２年以上経過してい

ない者 

オ）会社更生法（昭和 14 年法律第 154 号）に基づく更正手続き開始の申立てをして 

いる者、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申 

立てをしている者 

カ）次の各号に該当する者が、役員となっている団体 

    ・破産者    

    ・拘禁刑以上の刑に処され、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがな

くなるまでの者 

    ・日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力

で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

キ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第２条第２ 

号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員が経営する法人若しくは暴力団

員が実質的に経営を支配する法人若しくはこれらに準ずる者 

ク）業務を円滑に遂行するための安全かつ健全な財務能力を有しない者 

③ 複数応募の禁止 

ア）単独で応募した法人等は、グループ応募の構成員になれません。 

イ）グループで応募した法人等は、同時に他のグループの構成員になれません。 

          

（２）指定管理者として果たすべき責務 

町の公の施設として、体育施設の管理運営を行うにあたり、下記のア～キについて遵

守していただくこととなります。 

ア）平等利用の確保 

体育施設は、町民の健康と豊かな生活文化の向上を図る目的をもってその利用に

供するための「公の施設」であり、その利用に際しては、平等かつ公平な取り扱い

をしてください。また、正当な理由がない限り、施設の利用を拒むことはできませ

ん。 

イ）個人情報の適正管理 

指定管理者は、豊能町個人情報保護条例を遵守するとともに、個人情報の適正管理

及び情報セキュリティの保護に必要な措置を講じてください。また、保有する必要が

なくなった個人情報を、確実に、かつ、速やかに廃棄し、又は消去してください。 

ウ）秘密の保持 

     指定管理者及び指定管理に係る管理業務に従事する者は、職務上知り得た秘密を

他に漏らしたり、自己の利益のために利用したり、不当な目的に利用しないでくだ

さい。その職を退いた後も、同様とします。 

    エ）情報の公開 
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     指定管理者が職務において作成し、又は取得した管理施設に関する文書等につい

ては、豊能町情報公開条例に準じた対応をしてください。 

オ）労働者の権利保障 

指定管理者は、施設の管理運営業務に関し、業務に従事する者の労働に関する権利

を保障するため、労働関係法令を遵守してください。 

カ）防災・安全対策の実施及び非常時の危機管理体制の確立 

     利用者の安全を確保するため防災、安全対策の確立は指定管理者の重要な責務で

す。災害等発生時、また非常事態発生時等には、利用者の安全確保を図るための万

全の危機管理体制を確立してください。 

     当施設は災害発生時には、地域の防災拠点、避難所として施設が活用されます。

施設管理者として、本町の防災組織の一員であるという自覚のもと、平常時から警

報、災害発生等の情報に留意してください。また、平常時には地域の自主防災組織

には協力を惜しまず、災害発生時には、連携して地域の被災者の支援にあたってく

ださい。 

なお、避難所等としての活用、地域の自主防災組織との連携については、協定書で

定めるものとします。 

キ）苦情の対処方法     

利用者の苦情や不満、トラブルに対して解決方法や体制を講じてください。 

ク）関係機関との連携 

前例をもとに町内等のスポーツ関係機関との連絡調整を行ってください。 

ケ）町が実施する事業への協力 

豊能町が実施する事業への支援・協力を積極的に行ってください。(選挙の投票所

等として活用される場合があります。) 

コ）地域への貢献 

  人口減少、少子高齢化や地域における諸問題に対する自発的な事業の取り組みを積極

的に行ってください。 

サ） ＳＤＧs への取組み 

  ＳＤＧs への取組みを積極的に推進してください。 

 

（３）指定期間 

    令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

   なお、指定は町議会の議決後に確定するものとします。  

 

（４）管理に関する経費 

   シートスは、地方自治法第 244 条の 2 第 8 項及び第 9 項の規定する「利用料金制」を

採用しており、指定管理者は利用料金を指定管理者の収入として施設を運営します。ま

た、利用料金については「承認料金制」を採用します。 

   「承認料金制」での利用料金は、条例で定める額が上限となります。 
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① 指定管理料 

ア）教育委員会は、３．（３）に規定する管理運用業務に係る経費（以下「維持管理運

用経費」という。）から同施設運用収入を減じた額として提案された金額を指定管理

料として支払います。なお、維持管理運用経費の内、学校水泳授業の指導に係る業

務については、指定管理者と別途委託契約を締結し、施設運用収入として取り扱う

こととします。（下記③エ）参照） 

 

（指定管理料 ＝ 施設維持管理運用経費 － 施設運用収入） 

     

イ）指定管理料の額及び支払い方法は、指定管理者が提出する事業計画書及び収支計画

書に基づき、提案のあった指定管理料の範囲内で指定管理者と協議の上、基本協定に

おいて定めるものとします。なお、年度ごとの指定管理料は、分割(月毎を予定）で

支払うものとし、年度協定において定めるものとします。 

ウ）指定管理者は、提案した収支計画書の収入が上回った場合、その増収分の使途につ

いて提案書に明記してください。 

なお、指定管理料が提案額より上回ることになっても補填はしません。 

② 施設維持管理運用経費 

施設維持管理運用経費は、指定管理者が行わなければならない維持管理運用業務に

係る、人件費、消耗品費、光熱水料費、設備の保守点検費等及びその他維持管理運営

に係る全ての経費を含むものとします。 

③ 施設運用収入 

ア）利用料金収入  

施設の利用料金収入 

イ）スポーツ教室等受講料収入  

指定管理者が自主事業として行うスポーツ教室等受講料収入 

ウ）飲食事業、物販事業等収入  

  指定管理者が自主事業として行うサービス（飲食事業、物販事業等）事業収入 

エ）学校水泳授業指導業務に係る委託料 

  教育委員会は、当該施設で実施する学校水泳授業指導業務委託料として提案され

た金額を支払います。指導業務の内容は、別添の「豊能町立義務教育学校水泳指導

業務委託仕様書」のとおりとします。 

④ 区分会計の独立と管理口座 

指定管理者は、自身の団体と独立した会計帳簿類及び経理規定を設けるとともに、 

収入及び経費については、団体自身の口座とは別の口座で管理してください。 

⑤ 施設の修繕 

施設、機器の維持補修のための修繕は別紙「リスク分担表」のとおりとします。 

当施設も、開館以来２９年以上を経過し、施設設備が老朽化しているため、今後も

修繕すべき箇所が多発するものと見込まれます。町としては、これまでも施設の躯体

や設備本体の大規模修繕は町の負担で行ってきました。今後も老朽化や災害等による
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予期できない大規模修繕は、町で行うことを原則とします。 

⑥ 備品の帰属等 

備品の購入に関しては、施設維持管理運用経費により購入した備品は指定期間終了

後に教育委員会に帰属するものとします。 

 

（５）指定管理者と教育委員会の責任分担 

   指定期間中の指定管理者と教育委員会との責任分担（リスク分担）は、別紙「リスク

分担表」のとおりとし、町議会で指定の議決を経た後に締結する基本協定に明記します。 

     

（６）提案内容等の遵守 

   提案内容や管理者として果たすべき責務について、誠実に履行しない場合は、教育委員会

がその履行を請求することとし、教育委員会の請求に従わないときは、指定を取り消す場合

があります。 

 

５．応募の手続 

 ＊応募に係る経費は応募者の負担となります。 

（１）募集要項の配布 

ア）配布期間 

令和７年８月２６日（火）から令和７年９月１２日（金）まで 

     午前９時から正午及び午後１時から午後５時まで 

      ※ 土、日曜日、祝日を除きます。 

イ）配布場所 

    ① 来庁により受け取る場合 

       ◇豊能町教育委員会こども未来部生涯学習課 

大阪府豊能郡豊能町光風台５－１－２ 

         ☎０７２－７３８－４６２８（代） 

    ② インターネットにより受け取る場合 

       下記のホームページ（豊能町のＨＰ）から応募関係書類が取り出せます。 

       アドレス：http://www.town.toyono.osaka.jp/ 

             

 

（２）現地施設案内・説明会及び質疑 

  応募を考えられている事業者は現地施設案内・説明会にご出席ください。 

ア）開催日時 

     現地施設案内及び説明会     

     令和７年９月９日（火） 午後２時 

      ＊なお、出席者は各事業者２名以内とします。 

イ）開催場所 

     豊能町立スポーツセンターシートス 

http://www.town.toyono.osaka.jp/
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     住所：大阪府豊能郡豊能町新光風台３丁目１番地の１０  

     電話０７２－７３８－１３３３ 

   ウ）申込方法 

     参加申込書により、郵送、ファクシミリ、電子メールで行ってください。 

     申込期限：令和７年９月４日（木） 午後５時までに必着のこと 

     申 込 先：豊能町教育委員会生涯学習課 

          住所：大阪府豊能郡豊能町光風台５－１－２（西公民館内） 

          ☎    ０７２－７３８－４６２８ 

          Fax   ０７２－７３８－３８５９ 

          ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ shougaigakushuu@town.toyono.osaka.jp  

エ）募集要項に関する質問 

     質問がある場合は、令和７年９月１１日（木）から令和７年９月１７日（水） 午

後５時（厳守）までに必着のこと。また、必ず「質問票」を郵送、ファクシミリ、電

子メールで行ってください。 

     なお、質問はこれ以降は受け付けしません。 

    提出場所：豊能町教育委員会生涯学習課（豊能町光風台５－１－２） 

     また、回答は、豊能町ホームページにおいて公表しますので確認してください。

（質問者名は表示しません。） 

     公表期間：令和７年９月２６日（金）から令和７年１０月２日（木）まで 

     

（３）応募書類の受付  

   ア）提出方法及び提出期間 

     方法：申請書等は持参してください。 

期間：令和７年１０月３日（金）から令和７年１０月１６日（木）まで 

        午前９時から正午及び午後１時から午後５時まで 

        ※ 土、日曜日、祝日を除きます。 

     なお、提出期限を経過した後は、受け付けません。また、提出期限後に応募書類

の変更及び追加は認めません。 

   イ）提出場所 

     豊能町教育委員会生涯学習課（豊能町光風台５－１－２）   

 

６．応募にあたっての提出書類 

（１）提出書類 

   応募にあたっては、下記の留意点を踏まえた上で次の書類を提出してください。 

  特に、事業計画書には、応募者が有するノウハウを活用し利用者サービスの向上と経費

の節減を図るための具体的な方策を示してください。 

なお、現行の豊能町総合体育施設条例（開館時間・休館日及び利用料金等）を超える事

業計画についても提案項目とします。 
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＜留意点＞ 

① 住民の公平な利用の確保が図られること 

② 事業計画の内容が、施設設置の目的を最大限に達成できること 

③ 施設の管理経費の縮減が図られるものであること 

④ 事業計画に沿った管理を安定して行う経営的能力、人的能力を有していること 

⑤ 地域社会への貢献が図られること  

 

  ＜提出書類＞ 

① 豊能町立スポーツセンターシートス指定管理者指定申請書（様式第１号） 

  豊能町立スポーツセンターシートス指定管理者指定申請書（様式第１－２号）（グル

ープ用） ※グループで申請される場合に使用します。 

② 指定管理者指定申請に係る誓約書（様式第２号） 

③ 法人等の概要（様式第３号） 

④ スポーツ施設等類似施設の運営実績（様式第４号） 

⑤ 事業計画書 

 ア）事業計画書①（様式第５－１号）（管理運営の基本的な考え方） 

 イ）事業計画書②（様式第５－２号）（事業計画について①）  

 ウ）事業計画書③（様式第５－３号）（事業計画について②）  

 エ）事業計画書④（様式第５－４号）（施設・設備の維持管理について） 

 オ）事業計画書⑤（様式第５－５号）（個人情報の管理、危機管理能力、安全対策、苦情処理） 

 カ）事業計画書⑥（様式第５－６号）（収支計画、提案を上回る収入増の場合） 

 キ）事業計画書⑦（様式第５－７号）（経営的能力、人的能力） 

 ク）事業計画書⑧（様式第５－８号）（地域への貢献、SDGs への取組み） 

 ケ）事業計画書⑨（様式第５－９号）（申請にあたって） 

⑥ 収支計画書（様式第６号） 

ア）令和８年度から令和１２年度で各年度ごとに作成。 

イ）ア）の５か年を合わせた事業運営、施設設備維持管理の収支計画書の総括表 

  ⑦ 学校水泳授業の指導業務関係書類 

    水泳指導業務委託料明細書 

 ⑧ 法人等の概略を示す書類 

ア）定款、又はこれに準ずるもの 

   イ）法人にあっては登記簿の謄本（写し） 

   ウ）役員又は代表者若しくは管理人その他のこれに準ずるものの名簿及び経歴書 

   エ）法人等の事業の概要を記載した書類 

   オ）グループ結成にかかる協定書またはこれに相当する書類 

カ）最近３事業年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するも 

 の 

   キ）組織及び運営に関する事項を記載した書類 

 ク）スポーツ施設（温水プール、トレーニングルームを含む施設）の管理及び運営を５
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年以上運営している証明書等 

⑨ 納税証明書 

ア）本店所在地の市町村民税（東京都の場合は都民税）の納税証明書 

   イ）最近３事業年度の法人税、法人事業税及び消費税の納税証明書 

⑩ 印鑑証明（提出日において発行の日から３ヶ月以内のもの） 

（２）提出部数 

   正本を１部と、各写し７部を同時に提出してください。 

 

（３）提出書類の返還 

  理由の如何を問わず返却しません。 

 

（４）提出書類の不備 

   著しい不備があった場合には、審査の対象とならないことがあります。 

 

（５）提案内容の公表 

   必要に応じて、提案内容の概要を公表することがあります。 

 

７．指定管理者の選定 

（１）選定方針 

    今回の募集においては「適切な施設管理と事業運営の工夫により、サスティナブルな施

設運営を図る」ことを施設管理運営のコンセプトとしています。 

   選定にあたって、町の支出については、指定管理料と学校水泳指導業務委託料として、

別添の仕様書に基づき、水泳指導業務委託料明細書に記載した額を合わせて年に金６５，

０００，０００円を基準とし、審査する。なお、上限額は非公開とし、上限額を超える場

合は失格とする。 

また、魅力的な事業による収入額の確保、及び斬新な企画や、経費の削減策等によっ

て、今後にわたる継続可能な施設運営を図るという提案を評価します。  

   審査基準では、これらに関連する項目を重点的に配点しています。 

（２）選定 

   「豊能町指定管理者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）が、下記の選定基準に

基づいて提出された書類等を審査します。 

   ただし、次の要件に該当した場合は、選定の対象から除外します。 

ア）提出書類に不備があった場合 

  イ）提出書類に虚偽の記載があった場合 

  ウ）関係法令に違反若しくは本要項から著しく逸脱した提案である場合 

  エ）書類提出後に事業計画の内容を大幅に変更したことが明らかになった場合 

  オ）その他不正行為があった場合 

   

  ＜選定基準＞ 
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   次に掲げる審査基準に基づき審査を行います。一次審査では書類審査を行い、一次審

査通過者を決定します。二次審査では一次審査通過者によるプレゼンテーションを実施

し、選定委員会の選定結果に基づき、指定管理候補者を選定します。 

なお、二次審査は一次審査の配点を加味しないものとします。 

 

 ＜審査基準＞ 

 

区分 評価項目 評価内容 配点 

一次審査 二次審査 

１．管理

運営の

考え方 

 

（１）管理運営

の基本的な

考え方 

 

施設運営の基本的な考え方が、施設の

目的に合致しているか。目指す将来像は

効果的か 

（様式第５-１号） 

５  

２．効果

的な事

業運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）事業計画

について 

 

 

 

 

 

① 施設の現状認識、市場調査及び集客計

画が適切になされているか 

② 子ども向けに企画された事業の計画状

況について 

③ 福祉分野や健康増進の面において有効 

な事業の検討について 

（様式第５-２号） 

④ 使用料収入確保に向けた有効な方策に

ついて 

⑤ 町外の利用者を増やす必要がある中で

町民のアドバンテージ（優位性）をど

う確保していくか 

⑥ その他の自主事業のＰＲポイントにつ

いて 

（様式第５-３号） 

 

３０ 

 

４０ 

（２）施設、設

備の維持管

理について 

①施設全般の維持管理計画は現実的なも

のか。また、経費削減につながる効果

的な提案はあるのか 

②施設、設備の修繕計画は適正か、特徴

的な点、PR ﾎﾟｲﾝﾄはあるのか 

③施設の魅力を高める投資的な改修・整

備計画の有無とその実現性は高いのか 

（様式第５-４号） 

 

１５ 

 

１０ 

３．事業

運営能

（１）個人情報

の管理 

個人情報の管理は適正か 

（様式第５-５号） 

 

５ 
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力 （２）危機管理

能   

  力 

災害や犯罪等の発生時の緊急時対策はど

うか  （様式第５－５号） 

（３）安全対策 安全対策への取り組みが計画されている

か    （様式第５－５号） 

（４）苦情処理 苦情処理の対応策は明確か 

  （様式第５－５号） 

 

 

４．管理

運営の

経費に

ついて 

 

（１）収支計画

について 

①成果設定とその達成度が評価できるよ

うなしくみの検討がなされているか。 

（様式第５－６、６号） 

 

２０ 

 

 

４０ 

②収入額は適正か、経費削減について工

夫がこらされているか。指定管理料は

適正な額となっているか。 

(様式第６号) 

 

(2)提案を上回

る収入増の場合 

提案を上回る収入増の場合の考え方につ

いて   

（様式第５－６号） 

５．経営

的能

力、人

的能力 

 

(1)経営的能力 

 

 

①施設の管理運営実績は十分か    

（様式第４号） 

 

１０ 

 

②施設の管理運営を安定して行う こと

のできる経営基盤はどうか 

（様式第５－７号） 

(2)人的能力 ①人員の配置計画は適切で実現可能なも

のか   

（様式第５－７号）  

②職員の資質向上のための研修体制の状

況は適切か 

（様式第５－７号） 

６．社

会・地

域への

貢献 

 

(1)地域への貢

献、SDGSへの

取組み 

①地域社会に密着した事業所として、地域

社会へどのようなかたちで地域貢献を果

たしていくか 

（様式第５－８号） 

 

１０ 

 

 

②SDGSへの取組みはどうか 

（様式第５－８号） 
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７．特記

事項  

 

(1)申請にあた

って 

是非とも述べておきたいこと、強調して

おきたいこと、PRポイントはどこか 

（様式第５－９号） 

５ １０ 

 

（３）プレゼンテーション 

   提出された事業計画書等により、書類による一次審査を行った後、一次審査通過者を

対象としたプレゼンテーションによる二次審査への出席を通知します。 

   なお、二次審査実施までに必要がある場合ヒアリングを行い、補正を要する書類につ

いては再度提案書を提出していただきます。 

また、二次審査の事業の提案(プレゼンテーション)の説明は、法人等を代表して説明や

意見を述べられる方に行っていただきます。 

   

（４）選定結果 

   選定委員会の選定結果については、応募法人等に書面で通知します。 

 

（５）指定管理候補者の選定 

   選定委員会の選定結果に基づき、最優先交渉権者と細部について協議し、指定管理候

補者として選定します。 

   最優先交渉権者と協議が整わない場合は、選定委員会において次点者となった第二交

渉権者と協議を行います。 

   ただし、選定委員会の最低基準点に満たない場合は、指定管理候補者として選定しま

せん。  

 

８．指定管理者の指定 

  指定管理候補者は、町議会での議決を経た後に教育委員会が指定管理者として指定し、

その旨を教育委員会が公示します。 

 

９．指定管理業務の継続が困難となった場合 

  協定の解釈について疑義が生じた場合又は協定に定めのない事項が生じた場合の措置 

は教育委員会と指定管理者が協議するものとします。   

① 指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合は、教育委

員会は指定の取り消しができます。その場合、教育委員会に生じた損害は指定管理者

が賠償するものとします。なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、体育施設の業務

を遂行できるよう引き継ぎを行うものとします。 

② 災害その他の不可抗力等、教育委員会及び指定管理者の双方の責めに帰すことができ

ない事由により、業務の継続が困難になった場合は、事業の可否について協議するもの

とします。 
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１０．引継業務 

  指定管理者は、指定時及び指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく体育 

施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。 

 

１１．協定の締結 

  協定については、教育委員会と指定管理候補者が協議を行った上で、基本協定を締結し

ます。基本協定の発効により、令和８年度から令和１２年度まで、単年度ごとに年度協定

を締結します。 

（１）基本協定 

  ・総則 

  ・使用目的 

  ・指定期間 

  ・基本的な業務等の範囲 

  ・指定管理者の責務 

  ・指定管理料に関する経費 

  ・事業報告書の提出書類の内容 

  ・事務引継ぎ方法（初年度、終了年度） 

  ・備品の管理、費用負担 

  ・リスク分担 

  ・個人情報の取扱い 

  ・秘密の保持 

  ・個人情報、データ等の適正管理 

  ・防災、災害対策 

  ・地域社会への貢献 

  ・不服申し立て等の取扱い 

  ・原状回復   

  ・指定取り消し 

  ・損害の賠償 

  ・再委託の禁止 

  ・協定の解除権 

  ・違約金 

・施設等の使用 

  ・重要事項の変更の届出 

  ・書類の提出 

  ・協議 

 

（２）年度協定 

  ・事業計画の内容 

  ・収支計画の内容 
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  ・管理体制の内容 

  ・指定管理料に関する経費 

  ・その他必要と認める事項 

 

 

１２．留意事項 

ア）接触の禁止 

   選定委員会委員、本町職員及びその他本件関係者に対して、本件提案について接触

を禁じます。接触の事実が認められた場合には失格となることがあります。 

  イ）申請書類の著作権 

申請書類の著作権は申請者に帰属します。ただし、指定管理者に選定された申請者

の申請書類については、教育委員会が必要と認める場合には、その一部又は全部を無

償で使用できることとします。 

  ウ）応募の辞退 

    構成員の倒産、解散等の事情により、応募を辞退することが明白となった場合には、

応募辞退届を提出してください。 

  エ）提出された申請書類に内容の変更は認めません。 

  オ）申請書類に虚偽の記載があった場合は失格とします。 

  カ）提出された申請書類は返却しません。 

  キ）本業務の申請のため得た情報について、申請者は第三者への公表等の他の目的に使

用することはできません。 

  ク）教育委員会が必要と認める場合には追加資料の提出を求めることがあります。 

  ケ）指定管理者の責めに帰すべき事由により、教育委員会又は第三者に損害を与えた場

合には、その損害を賠償しなければなりません。また、指定管理者において損害賠

償責任保険等に加入することとします。 

    

１３．スケジュール 

  

日    程 内    容 

令和７年 ８月 ２６日（火）～ ９月１２日（金） 募集要項の配布 

令和７年 ８月 ２６日（火）～ ９月４日（木） 現地施設案内及び説明会申込の受付 

 

令和７年 ９月９日（火） 現地施設案内及び説明会 

令和７年 ９月１１日（木）～ ９月１７日（水） 質問書の受付 

令和７年 ９月２６日（金）～ １０月２日（木） 質問書の回答 

令和７年１０月３日（金）～ １０月１６日（木） 応募書類の提出期間 

令和７年１０月２２日 午前 第１次選定委員会（書類審査） 

令和７年１０月下旬 第１次審査結果通知 
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令和７年 １１月６日 第２次応募書類提出期間 

令和７年１１月１１日 第２次選定委員会（プレゼンテーション） 

令和７年１１月中旬 第２次審査結果通知 

令和７年１１月中旬 仮協定 

令和７年１２月 指定管理者の議決 

指定管理者の指定 

令和８年 ４月 １日 協定締結 指定管理者による運営の開始 
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別添 

リスク分担表 

       ○印が、リスク負担者 

種  類 リスクの内容 
負担者 

豊能町 指定管理者 

法 令 等 の 変 更 
本事業に直接関係する法令等の変更 ○  

上記以外の場合  ○ 

物価及び金利変動 物価・金利の変動に伴う経費の増大  ○ 

施設利用者（第三

者）への損害 

指定管理者の責めに帰すべき事由による場合  ○ 

上記以外の場合 ○  

事業の中止・延期 

豊能町の指示、若しくは町の発意により施設を廃止す

る場合 協議事項 

天災その他不可抗力によるもの 

指定管理者の事業放棄・破綻  ○ 

需 要 変 動 利用者の増加・減少による運営費や業務量の増減  ○ 

運 営 費 上 昇 

豊能町側の要因による運営費用の増大 ○  

豊能町側の要因以外の要因による運営費用の増大  ○ 

債 務 不 履 行 
豊能町側の事由による協定内容の不履行 ○  

指定管理者の事由による業務又は協定内容の不履行  ○ 

施 設 

施設・設備・外構・機器・備品等（以下「施設等」と

表記する。）の保守点検 
 ○ 

指定管理者の責めに帰すべき事由による施設等の補

修 
 ○ 

災害その他不可抗力による施設躯体・設備の大規模修

繕 
○  

災害その他不可抗力による施設等補修で上記以外の

もの 
協議事項 

経年劣化等による施設等の補修修繕等（50万円未

満） 
 ○ 

経年劣化等による施設等の補修修繕等（50万円以上）  協議事項 

町の施設長寿命化計画に伴う大規模改修 ○  

事業終了時の費用 
指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中途に

業務を廃止した場合における事業者の撤収費用 
 ○ 



 

19 

 

 

提出書類チェック表 

様式番号 書類名（内容） 添付資

料 

備 考 チ ェ

ッ ク

欄 

     

第１号 指定管理者指定申請書  どちらかを

提出 

 

第 1-2号 指定管理者指定申請書（グループ用）   

第２号 指定管理者指定申請に係る誓約書    

第３号 法人等の概要    

第４号 スポーツ施設等類似施設の運営実績    

第 5-1号 事業計画書①（管理運営の基本的な考え方）    

第 5-2号 事業計画書②（事業計画について①） ◎   

第 5-3号 事業計画書③（事業計画について②） ○   

第 5-4号 事業計画書④（施設、設備の維持管理について） ○   

第 5-5号 事業計画書⑤（事業運営能力） ○   

第 5-6号 事業計画書⑥（管理運営経費について） ○   

第 5-7号 事業計画書⑦（経営的能力、人的能力） ◎   

第 5-8号 事業計画書⑧（地域への貢献、SDGs への取組み）    

第 5-9号 事業計画書⑨（申請にあたって）    

第６号 収支計画書    

水泳指導業務委託料明細書    

 法 人 等

の 概 略

を 示 す

書類 

定款、又はこれに準ずるもの    

法人にあっては登記簿の謄本（写し）    

役員又は代表者若しくは管理人その他のこれ
に準ずるものの名簿及び経歴書 

   

法人等の事業の概要を記載した書類    

グループ結成にかかる協定書またはこれに相
当する書類 

 グループ応募

の場合 
 

最近３事業年度の事業報告書、貸借対照表及
び損益計算書又はこれらに類するもの 

   

組織及び運営に関する事項を記載した書類    

スポーツ施設の管理及び運営を５年以上運営
している証明書等 

   

 納 税 証

明書 

本店所在地の市町村民税の納税証明書    

最近３事業年度の法人税、法人事業税及び消
費税の納税証明書 

   

 印鑑証明（発行の日から３ヶ月以内のもの）    

◎  添付資料必要 

○ 資料がある場合に添付 


